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特定非営利活動法人 
結婚相手紹介サービス業認証機構 

 
 

インターネット型 結婚相手紹介サービス業認証制度 運用規程 
 

本文中の※印太字の部分は、運用規程の注釈です 
 

第１章 総則 
 
（趣旨） 
第 1条 この規程は、「インターネット型結婚相手紹介サービス業」において適正な契約取

引等を行っている事業者に認証を付与することを通じて、「インターネット型結婚
相手紹介サービス」を利用する消費者の利益の保護と、「インターネット型結婚相
手紹介サービス業」の健全な発展を図るため、「インターネット型結婚相手紹介サ
ービス業認証制度」の運用に関し必要な事項を定める。 

 
（認証の客観性） 
第 2条 特定非営利活動法人 結婚相手紹介サービス業認証機構（以下「当機構」という。）

は、別に定める「インターネット型結婚相手紹介サービス業認証制度 認証基準」
（以下、「認証基準」という。）並びに「インターネット型結婚相手紹介サービス業
認証制度  運用規程」（以下、「運用規程」という。）に基づき、事業者の申請に対
し明確な基準をもって中立かつ公平な立場で審査・認証を行う。 

 
（認証の範囲） 
第 3条 当機構が運用する認証制度において、事業者（消費者へ役務を提供する主体）は、

認証を受けたいサービスの範囲を特定してサービス単位で認証申請を行い、審査
の結果、当機構が認証基準を満たしていると判定した場合に、当機構は申請された
サービスの範囲を特定し、事業者に認証を付与する。 
※ 認証の申請・付与は個々のサービスに対して行います。同一の事業者が類似の

サービスを運営する場合でも、名称、会員データベース、サービス内容などが
異なる場合は、異なるサービスとして区別します。 

 
（商標権） 
第 4条 認証マークは、（別表１）のとおりとする。 

２ 認証マークは、当機構が商標登録を受け、商標権者となる。 
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第２章 申請 
 
（申請受付期間） 
第 5条 当機構は、認証の申請について、受付期間を設けることとする。受付期間は随時募

集要項にて公表するものとする。 
※ 年１回または年２回の申請受付を行う予定です。 

 
（申請事業者要件） 
第 6条 次の要件を満たしている事業者は、認証を申請することができる。 

（1）申請事業者は以下の要件を満たしていること。 
① 申請者は日本の法規が適用される日本法人の事業者であり、日本語に

よる申請ができること。 
② インターネット型結婚相手紹介サービス業を１年間以上営んでいるこ

と。 
 

（2）申請するサービスは以下の要件を満たしていること。 
① 日本国内の消費者を対象に日本語でサービスを提供している「結婚相

手探し」または「結婚を前提とした交際相手探し」に関するインターネ
ット型結婚相手紹介サービスであること。 

② 同一の名称によるサービスの提供が日本国内において 1 年以上継続し
て運営されていること。 

③ 特定商取引法・特定継続的役務の要件に該当しない（5 万円を超え、か
つ２カ月を越える契約締結を行わないサービスであること。 

④ 入会者が明示的に独身であることの誓約を行って入会申込みをするサ
ービスであること。 

⑤ 18 歳未満の消費者との契約行為ならびに役務提供を行っていないこと。 
⑥ インターネット異性紹介事業に該当する事業者は法令に基づく届け出

をおこなっていること。 
⑦ 課金方式は月額料金などの定額方式とし、従量制課金としていないこ

と。 
⑧ 認証機関の行う国民生活センターからの情報収集に同意し、苦情件数

の低減に取り組んでいること。 
⑨ 結婚相手紹介サービスとしての健全な役務の品質を確保するために、

性的表現や目的外利用に関する表現の規制及び 24時間 365日の監視を
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行い、また利用者への注意喚起を行っていること。 
⑩ 認証審査に際しては、一般消費者、契約希望者および顧客が実際に閲覧

する画面を、パソコン・スマートフォンそれぞれの実際の画面遷移に従
って確認できること。 

 
（欠格事項） 
第 7条 次の各号のいずれかに該当する事業者は、当機構の認証を受けることができない。 
 

（１）申請の日前３ヶ月以内に認証の申請について、第 17 条に定める認証不可決
定を受けた事業者 

（２）申請の日前３年以内に当機構から認証の取消しを受けた事業者 
 

２．申請の日前３年以内に、次の各号のいずれかに該当する事業者は、当機構の認証を
受けることができない。 
（１）公序良俗に反する事業を行っている事業者 
（２）反社会的勢力及び団体と関係を有する事業者 
（３）解散又は破産した事業者 
（４）補助、補佐及び後見の宣告を受けている事業者（民事再生法・会社更生法・

特別清算適用会社を含む） 
（５）「特定商取引に関する法律第四十六条及び四十七条」に基づき指示・停止命

令がなされた事業者 
※ （５）特定商取引法に基づく、指示、業務停止命令を受けた場合が該当

します。 
（６）その他事業の運営に関わり行政処分・違法行為のあった事業者 

 
（申請書類） 
第 8条 認証の申請をしようとする事業者（以下「申請事業者」という。）は、次の申請書

類を当機構に提出するものとする。 
（１）認証審査申請書 
（２）結婚相手紹介サービス業認証制度 申請誓約書 

※ 誓約事項（認証基準７．）、申請者要件（運用規定６条、７条）について
の誓約を確認します。 

（３）発行後３ヶ月以内の登記簿謄本（個人事業者の場合は住民票） 
（４）以下の情報が記載された個所のホームページのプリントアウト、 

①1.1.1 会社概要、サービス内容、料金などの基本情報 
②1.2.1「結婚相手探し」または「結婚を前提とした交際相手探し」に関する
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サービスの表示、 
③1.2.1「入会資格は独身者であること」の表示、 
④1.3.2 契約内容の概要 
⑤2.2.3 中途解約方法の分かりやすい表示、 
⑥2.2.4 自動更新に関する通知の内容 
⑦3.1 公的証明書（本人確認）の提出画面 
⑧3.2 独身の誓約を行う画面 
⑨4.1 顧客相談窓口の表示 
⑩4.2健全な品質確保のための表現の規制及び利用者への注意喚起に関する
表示 

（５）広告物（会員数、成婚退会者数などのデータを表示する場合は根拠資料を提
出） 

（６）利用規約 
※ 全てのコース・プランの内容について確認します。 

（７）プロフィール情報に変更があった場合の会員の申告義務が記載された書面
（会員規約または該当するページの画面のコピーなど） 
※ プロフィール情報の変更があった場合の会員の告知義務が記載されて

いることを確認します。 
 （８）情報管理に関する規程 

※ 独身証明、本人確認、各種証明書の取り扱いに関する規定、プロフィー
ル情報の開示範囲に関する規定、プロフィール情報の変更があった場
合の会員の告知義務が記載されていることを確認します。 

（９）入会者が会員登録情報（プロフィールなど）を入力する画面（様式） 
（10）会員情報提供画面の見本 

※ プロフィール情報の開示範囲が確認できること、プロフィール情報に
基本的人権侵害の恐れがないことを確認します。 

※ 取得する個人情報の利用目的が明示されていることについても確認し
ます。 

（11）顧客相談対応マニュアル 
（12）情報セキュリティに関する規程または情報セキュリティ管理体制について

説明した書類 
（13）個人情報保護方針 
（14）個人情報保護規定 
（15）組織図 

※ 個人情報保護体制と顧客相談の体制を確認します。 
（16）個人情報管理記録表 
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（17）基本的人権尊重の取り組みについて、記載されている書面（顧客対応マニュ
アル、教育実施記録、業界団体などの教育受講記録など） 
※ 基本的人権尊重について記載されていることを確認します。 

（18）教育実施記録または、業界団体などの教育受講記録 
（19）教育テキスト（実施または受講したもの、写し可） 

 
 
（申請の受理） 
第 9条 当機構は、提出された申請書類に記載された内容を検討し、その申請を受理できる

と決定した場合には、受理通知を申請事業者に通知する。 
２．当機構は、前項に基づく受理通知をもって、本運用規程に基づく審査の実施につい

て、申請事業者と当機構との間に合意が成立したものとみなす。 
 
（申請内容の変更） 
第 10 条 申請事業者は、申請から審査までの間に、上記に定める申請書類に記載した内容に

変更がある場合は、変更報告を速やかに書面にて当機構に提出するものとする。 
 

２．当機構は、前項に基づく変更報告の書面提出を受けた際、その記載内容に問題があ
ると判断した場合は、申請の受理を取り消すことが出来る。 

 
（申請受理の停止と取消し） 
第 11 条 当機構は、申請事業者が申請後に第７条に掲げる欠格事項に該当した場合又は、申

請内容に虚偽があることが明らかになった場合は、申請受理の取消し又は認証不
可とする場合がある。 

 
 

第３章 審査 
 
（審査） 
第 12 条 当機構は第８条の申請書類を提出した申請事業者について、認証基準への適合性

を確認するため、当機構が選任した審査員（以下、「審査員」という。）による以下
の審査を行う。 
（１）書類審査 
（２）現地審査 

 
（審査員要件） 
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第 13 条 審査員は、（別表２）に定められた審査員要件に適合するものとする。 
 
（書類審査） 
第 14 条 当機構は、書類審査を新規申請時及び更新申請時（２年）ごとに行うものとする。 

２．申請事業者は、認証基準に定められた文書（書面、規程、マニュアル等）及び審査
に必要な書類（以下、「審査書類」という。）を作成し提出するものとする。なお、
すべての書類は読みやすい丁寧な文字で記載されていること。 

 
３．審査員は、審査書類に不備が見受けられた場合は、申請事業者に連絡し、当機構が

指定した期日までに、修正した書面の再提出を求めることができる。 
 

４．当機構は、申請事業者が前項の求めに応じない場合や期限内の提出がなされない場
合、又審査書類に虚偽が認められた場合においては、「認証不可」とする。 

 
５．審査員は、認証基準の要求事項について不適合と判断した事項については、申請事

業者に対して「改善計画依頼書兼改善計画書」を送付し、申請事業者は、当機構が
指定した期日までに、改善計画書を提出することとする。 

 
６．審査員は、前項に基づいて提出された改善措置の内容を確認し、その改善措置の計

画や経過が不充分であると判断したときは、申請事業者に改善措置の再提出を求
めることができる。審査員が、改善措置の計画や経過が充分であると判断したとき
は、改善措置の書面を審査報告書に添付し、当機構の認証判定委員会（以下、「判
定委員会」という。）に提出する。 

 
（現地審査） 
第 15 条 当機構は、現地審査を新規申請時及び更新申請時（２年）ごとに行うものとする。 
 

２．審査員は、認証基準で要求される事項の中で、書類審査によっては適合性が確認さ
れない事項についての確認を行うため、現地審査を実施する。 
※ 現地審査は、以下の①～⑥の項目について実施します。 

①利用者が実際に閲覧・操作する画面で操作手順に沿って、サービス内容や入
会資格、プロフィール情報の表示方法など、認証基準の要件や記載事項を満
たすウェブサイトおよびアプリとなっているかどうかを確認します。画面
の確認は PCサイト・スマホサイト・スマホアプリの３種類についてそれぞ
れ確認します。 

②独身の誓約方法・利用規約への同意方法・入会申し込みの同意方法、本人確
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認書類の提出方法、中途解約の方法と、それぞれの取得したデータの保管状
況を確認します。 

③契約者への利用規約の交付方法・自動更新時のアラートの通知方法につい
て確認します。 

④顧客相談窓口の運営体制・運営状況について実際の窓口の現場で確認しま
す。 

⑤結婚相手紹介サービスとしての健全な役務の品質を確保するために、性的
表現や目的外利用に関する表現の規制及び２４時間３６５日監視を行い、
また利用者への注意喚起を行っていることを、実際の監視業務の現場で確
認する。性的表現や目的外利用に関する表現の規制に関しては、自動検知さ
れるNGワードが適切に登録され運用されていることを現場で確認します。 

⑥個人情報保護に関して、安全管理措置の実施・運用状況はチェックリストを
基に書類審査を行った上、必要に応じて現地審査を行ないます。 

⑦＜その他＞認証制度への適合性に関して当機構が必要と認める事項。 
 

３．申請事業者は、現地審査実施の際、審査員へ必要な次の(１)～(３)について、便宜
を図らなければならない。 
（１）申請事業者及び申請事業所の業務関連場所の立入り 
（２）申請事業者及び申請事業所に対する聞き取り 
（３）申請事業者及び申請事業所の業務関連文書及び業務関連記録の提示 
 

４．当機構は、書類審査後、現地審査を実施する日（以下、「現地審査日」という。）を
選定し、事前に申請事業者へ書面にて通知する。 

 
５．審査員は、現地審査で確認した内容を審査報告書にまとめて申請事業者に提示し、

その内容について申請事業者に同意を得なければならない。なお審査員が、現地審
査を実施した日に審査報告書をまとめられなかったときは、２週間以内に審査報
告書を申請事業者に通知し、申請事業者から同意を得ることとする。 

 
６．申請事業者は、同意した審査報告書において不適合を指摘された場合には、各不適

合に対する改善措置を、当機構が指定した期日までに書面にて提出するものとす
る。 

 
７．審査員は、前項に基づいて提出された改善措置の内容を確認し、その改善措置の計

画や経過が不充分であると判断したときは、申請事業者に改善措置の再提出を求
めることができる。審査員が、改善措置の計画や経過が充分であると判断したとき
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は、改善措置の書面を審査報告書に添付し、当機構の認証判定委員会（以下、「判
定委員会」という。）に提出する。 

 
第 16 条 削除 
 
 

第 4 章 認証 
 
（認証） 
第 17 条 判定委員会は、審査報告書に基づき判定を行う。「認証付与」と判定されたものに

ついては第 15 条７項に基づく改善措置が妥当であると判断されたものとし、その
旨を通知する。「認証不可」と判定されたものについては、その理由を付して通知
するものとする。 

 
（認証付与契約と認証マーク使用契約） 
第 18 条 「認証付与」と判定されたサービスを運営する事業者は、当機構と認証付与に関す

る契約及び当機構が保有する商標登録（認証マーク）の使用権の許諾に関する契約
を締結しなければならない。 

２．当機構は、前項の契約を締結した申請事業者に対し、認証を付与し、認証番号及び
認証書を発行する。 

３．当機構は、認証を付与した事業者（以下「認証事業者」という。）が、同条 1 項で
締結した契約の範囲内で「認証マーク」を事業活動に使用することを認める。 

４．認証事業者は、「認証マーク」を使用する際には、別に定める認証マーク使用規定
に従い、認証付与を受けたサービスの範囲を明確にする取り扱いをしなければな
らない。 

５．当機構は、認証事業者が前項に違反した場合は、認証の一時停止又は取消しをする
ことがある。 

６．申請事業者は、認証の付与を受けるに当たり、第 41 条で定める認証マーク使用料
を所定の形式で納付しなければならない。" 

 
（認証の有効期限） 
第 19 条 当機構は、認証の有効期限を認証発効日より２年間とする。 

２．認証の有効期限は、認証サービスごとに定めるものとする。 
 
（認証の貸与等の禁止） 
第 20 条 認証事業者は、認証マーク及び認証書を使用する際には、認証されたサービス以外
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のウェブサイト・アプリ・広告での使用、又は他の事業者に貸与又は譲渡してはな
らない。 

２．当機構は、事業者が前項に違反した場合は、認証の一時停止又は取消しをすること
がある。 

 
（事業者の登録及び公表） 
第 21 条 当機構は、所定の登録簿を備え、当機構と認証付与に関する契約を結んだ事業者に

係る次の事項を含む基本情報を記載し公開するとともに、記載の内容の一部を当
機構のホームページなどを通じて公表する。 
（１）事業者名、認証サービス名及び代表者名 
（２）認証事業者の所在地及び連絡先 
（３）認証発効日及びその更新の日並びに有効期間（更新後の有効期間を含む） 
（４）認証付与契約の日及びその更新の日並びに有効期間（更新後の有効期間を含

む） 
（５）消費者窓口の所在に関する情報 

 
（申請内容の変更） 
第 22 条 認証事業者は、第８条に定める申請書類の中で当機構が指定する事項に関して、変

更があったときは、変更の報告を速やかに書面にて当機構へ提出しなければなら
ない。 

２．認証事業者は、認証を付与されたサービスの名称を変更した場合には、当該変更か
ら１ヶ月以内に、所定の様式による変更の届けを当機構へ提出しなければならな
い。 

３．認証事業者は、認証を付与されたサービスを廃止した場合には、当該廃止から１ヶ
月以内に、所定の様式による廃止の届けを当機構へ提出し、認証付与を返上しなけ
ればならない。 

４．当機構は、提出された変更に関する内容等を確認し、変更報告の書面の受理ないし
は不受理を通知するものとする。なお、不受理の場合はその理由を付して通知する
ものとする。但し、経営者の変更等事業の運営に関わる重要事項に変更がある場合
は、第 29 条の調査を行う場合がある。" 

 
（認証書の再発行） 
第 23 条 当機構は、前条の変更の報告書面の提出を認証事業者から受け且つ認証書の再発

行を求められたときは、その書面に記載された内容に問題がないことを判断した
上で、再発行をする。なお、再発行に際しては（別表４）に定める料金を納めるも
のとする。 
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（事業者からの報告） 
第 24 条 事業者は、認証の有効期限内に法令や認証基準を逸脱したときは、速やかに書面に

て報告をしなければならない。 
 
 

第５章 認証の維持 
 
（認証の維持） 
第 25 条 認証事業者は、認証基準を遵守した運営を行うため、運営管理責任者を任命しなけ

ればならない。 
２．認証事業者の運営管理責任者は、年１回以上、認証基準遵守状況確認計画書を作成

し、それに基づき、認証基準を遵守した運営状況の確認を実施し、その結果に基づ
き、実施報告書を作成しなければならない。 

 
（サーベイランス） 
第 26 条 当機構は、事業者のサーベイランス（中間審査）を、原則として、認証発効日を起

点として１年以内に１回書類及び現地審査にて行うこととする。又その結果、必要
と判断した場合は、臨時調査又は審査を行う。 

２．サーベイランスの実施に当たっては、認証事業者は、当機構の求めに応じて、認証
基準遵守状況確認実施報告書を当機構が定めた期日までに提出しなければならな
い。また、現地審査が伴う場合には、認証事業者に事前に通知する。" 

 
 

第６章 認証の更新 
 
（認証の更新） 
第 27 条 認証基準の遵守状況が適切であると認められる認証事業者は、認証付与契約の有

効期間の満了に際して契約の更新を受けることができる。 
２．前項の更新を希望する意思が無い事業者は、認証付与契約の有効期間の満了６ヶ月

前までに、当機構に書面にて申し出ることとする。 
３．当機構は、前項の申し出が無い場合は、認証事業者に対して、認証付与契約の有効

期間の満了前４ヶ月以内３ヶ月前までに、次の申請書類の提出を求めるものとし、
書面によりこれを通知する。 
（１）所定の様式による更新申請書 
（２）第８条第２号から第 19 号までに掲げる書類 
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（３）認証基準遵守状況確認実施報告書 
４．当機構は、審査の結果に基づき、同条第１項の更新の可否について決定し、その内

容を申請事業者に通知する。 
 
（認証付与契約の更新及び有効期間） 
第 28 条 前条第３項の規定により、認証付与の「更新可」と判定されたサービスを運営する

事業者は、当機構と認証付与に関する契約及び当機構が保有する商標登録（認証マ
ーク）の使用権の許諾に関する契約を更新しなければならない。 

２．当機構は、前項の契約を締結した事業者に対し、認証を付与し、更新後の有効期間
に対応する認証番号及び認証書を発行する。 

３．更新後の認証付与契約の有効期間は、更新前の有効期間に２年を加えた期間とする。 
４．認証付与契約の更新の可否について決定するまでの間は、当該更新申請に係る認証

付与契約は、その有効期間の満了後もなおその効力を有するものとするが、有効期
間の満了後に経過した期間については、前項の規定により、更新後の認証付与契約
の期間に算入する。 

 
 

第７章 改善措置及び認証の停止・取消し 
 
（調査） 
第 29 条 当機構は、認証制度の適正な運用のため、必要と判断した場合には、申請事業者及

び認証事業者に対し運用状況について報告を求めることがある。 
２．当機構は、前項の報告を受け、特に必要があると認められた場合には、申請事業者

及び認証事業者に対し現地調査の受け入れを求めることができる。 
３．申請事業者及び認証事業者は、当機構から前項の規定による求めがあった場合は、

正当な理由なくこれを拒んではならない。 
 
（要請、勧告および一時停止） 
第 30 条 当機構は、第 26 条に定めるサーベイランスの結果、もしくは前条の調査結果に基

づき、認証制度の適正な運用のために必要が認められるときは、申請事業者及び認
証事業者に対し、改善その他必要な措置を要請又は勧告することがある。 

２．当機構は、認証事業者が次の（１）～（４）のいずれかに該当する場合は、１年未
満の期間を定め、終了条件を付した上で、当該事業者の認証を一時停止することが
できる。 
（１）本制度で定める遵守すべき事項において、著しい違反行為が認められた場合 
（２）正当な理由なく同条１項の要請又は勧告に従わず、必要な措置を取らない場
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合 
（３）顧客・事業者間の解決処理において、仲裁または裁判の手続きがとられた場

合で、その結果により当機構が必要と認めた場合 
（４）その他、認証制度の信頼を損ねた場合等、当機構が、一時停止が相当と判断

したとき 
３．前項の一時停止を受けた認証事業者は、一時停止が終了するまでは、認証マークの

使用を中止しなければならない。 
４．当機構は、認証の一時停止があった場合は、その理由を付して当機構のホームペー

ジ等を通じて公表する。 
 
（認証の返上） 
第 31 条 認証事業者が、認証の返上を申し出るときは、所定の様式の書面により当機構に提

出するものとする。 
２．当機構は、前項に基づく申し出を受けたときは、その旨を当機構のホームページ等

を通じて公表する。 
 
（認証の失効） 
第 32 条 認証事業者は、認証の有効期間中に次の（１）～（３）に定める事項が生じた場合

には認証を失効する。 
（１）所定の期間内に認証に関する料金を納めなかった認証事業者 
（２）解散又は破産申立をした認証事業者 
（３）補助、補佐及び後見の宣告を受けている認証事業者（民事再生法・会社更生

法・特別清算適用会社を含む） 
 
（認証の取消し） 
第 33 条 当機構は、認証事業者が次の（１）～（４）のいずれかに該当する場合は、当該事

業者の認証を取り消すことができる。 
（１）本制度で定める遵守すべき事項において、重大な違反行為が認められた場合 
（２）第８条に定める申請書類の記載内容に虚偽があることが明らかになった場

合 
（３）正当な理由なく第 29 条の調査に応じない場合又は虚偽の報告をした場合 
（４）正当な理由なく第 30 条２項の一時停止に従わず、必要な措置を取らない場

合 
（５）その他、認証制度の信頼を著しく損ねた場合等、当機構が、取消しが相当と

判断したとき 
２．前項の規定よる取消しがあった場合は、当機構が事業者に対して付与した認証は当
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該取消しの日から効力を失うこととする。 
３．当機構は、同条１項の規定による取消しがあった場合は、その理由を付して当機構

のホームページ等を通じて公表する。 
 
（認証の返還） 
第 34 条 認証の有効期間が満了した事業者、有効期間満了後認証の更新が認められない事

業者、有効期間内に認証を辞退・喪失・返上した事業者は、認証を当機構に返還す
るものとする。 

 
（異議の申し立て） 
第 35 条 事業者は、当機構の措置に対し異議がある場合には、１ヶ月以内に当機構に対して

異議を申し出ることができる。 
２．前項の異議の申し出ができる事項は、次の各号とする。 

（１）書類審査内容 
（２）現地審査内容 
（３）臨時調査・審査内容 
（４）判定委員会判定内容 
（５）認証の一時停止 
（６）認証の取消し 

３．同条１項の規程に基づく、異議の申し出につき、当機構が下した裁定に不服がある
事業者は、１ヶ月以内に、当機構に設置された「異議申立委員会」に再審査の申し
立てができる。 

４．事業者は、前項の申し立てを行うときは、書面にて同意できない旨を記載し、又そ
の項目と理由を当機構に申し出るものとする。 

５．異議申立委員会は、事業者から前項の申し立てがあった場合は、異議申立委員会に
て内容の検討を行う。正当な理由があると判断した場合は、審査員へは修正又は追
加、判定委員会へは再審査を求めることができる。 

６．申し立て期間中の認証の効力は、申し立て結果が出るまで一時停止とする。 
 
（事業者の登録抹消） 
第 36 条 当機構は、認証付与又は認証付与契約が有効期間の満了又は有効期間内の認証返

還若しくは解除により失効したときは、当該事業者について、登録簿に失効日及び
原因となった事実を記載し、その他の記録を抹消する。 

 
 

第８章 機密保持及び個人情報保護 
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（機密保持） 
第 37 条 当機構は、審査業務を行う上で知り得た申請事業者及び認証事業者の情報の機密

を保持し、書面による申請事業者及び認証事業者の同意なしに、第三者に開示しな
い。但し、次の(１)～(４)については、この限りではない。 
（１）法令に基づく場合 
（２）情報を得る以前に、既に公知であった情報 
（３）当機構とは別の第三者により、正当に開示された情報 
（４）国の機関もしくは地方公共団体又はその委託を受けた者が、法令で定める事

務を遂行することに対し、協力する必要がある場合で、且つ本人の同意を得
ることにより、当該事務の遂行に支障を及ぼす恐れのあるとき 

 
（個人情報保護） 
第 38 条 当機構は、審査業務を行う上で申請事業者及び認証事業者に該当するサービス及

び事業者から入手した個人情報を、個人情報保護法に基づき次の(１)～(３)のよう
に保護する。 
（１）個人情報の利用目的を、審査活動及び認証維持活動に関わる管理とする。 
（２）個人情報を第三者に提供しない。第三者への提供が必要な場合には、あらか

じめ該当事業者の同意を得るものとする。 
（３）申請事業者及び認証事業者に該当する事業者自身からの個人情報の開示・訂

正・削除の請求がある場合には、書面にて確認をした上で適切に対応するも
のとする。 

 
 

第９章 費用 
 
（申請料） 
第 39 条 申請事業者は申請に際しては、当機構が指定する期日までに、（別表４）に定める

申請料を一括納入するものとする。 
 
（審査料） 
第 40 条 申請事業者は審査に際しては、当機構が指定する期日までに、（別表４）に定める

審査料を納入するものとする。 
 
（認証マーク使用料） 
第 41 条 認証事業者は、当機構が指定する期日までに、（別表４）に定める認証マーク使用
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料を納入するものとする。 
 
（更新費用） 
第 42 条 認証事業者は更新に際しては、当機構が指定する期日までに、（別表４）に定める

更新諸費用を納入するものとする。 
 
（費用の返還） 
第 43 条 申請事業者及び認証事業者は、支払った料金および費用について返還を求めない

ことを了承する。 
 
 

第 10 章 本規程の改訂 
 
（本規程の改訂） 
第 44 条 当機構は、本規程を改訂したときは、申請事業者及び認証事業者に該当する結婚相

手紹介サービス事業者に通知するものとする。また、当機構のホームページ等を通
じて公表する。 

 
（その他の事項） 
第 45 条 本規程に記載されていない疑義が生じた場合については、当機構理事会または判

定委員会において適宜検討するものとする。 
 
 
附則 
本規程は、令和２年５月 27 より施行する。 
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（別表 1） 
認証マーク  
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（別表 2） 
 
 

インターネット型結婚相手紹介サービス業認証制度  審査員要件 
 
 
結婚相手紹介サービス業認証制度  審査員になろうとしている者は、以下に示す要件の全
てを満たさなければならない。 
 
① 結婚相手紹介サービスにかかるインターネット・アプリに関する専門知識を有してい

ること。または、その業務を遂行する能力があると思われる者で理事の推薦を得た者。
（例、消費生活アドバイザー、消費生活コンサルタント等）または結婚相手紹介サービ
スにかかるインターネット・アプリに関する専門知識を有していること。 

② 当機構によって行われる「インターネット型結婚相手紹介サービス業認証制度 審査
員研修」を受けていること。 

③ 当機構によって行われる審査員勉強会等に定期的に参加できること。 
④ 審査日程を優先的に受け入れ、審査を行うことができること  
⑤ 当機構と審査員契約を締結した者  
⑥ 審査員の倫理規程に同意し、それを確実に履行できること及び当機構の指示を履行で

きること  
 
※ 過去及び現在に社員または業務委託契約等で勤務した、あるいは勤務している企業及び

事業者の審査を行うことはできない。また、経営に関与している場合や親族関係等の特
定の利害関係が存在する場合は審査を行うことはできない。 

 
※尚、上記以外にも必要に応じて別途、要件を定める場合がある。 
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（別表 3） 
 

削除 
 
 
 
 

（別表 4） 
 

インターネット型結婚相手紹介サービス業認証制度  認証料金 
 
 

認証料金 
（１サービスあたり） 

 
新規申請時 

 
更新申請時 

申請料 100,000 円 50,000円 
審査料 800,000 円 800,000 円 
認証マーク使用料 200,000 円 200,000 円 
合計金額（2年間分） 1,100,000円 1,050,000円 

 
※ 上記は、全て 1 サービス あたりの料金 
※ 審査料は、現地審査の有無にかかわらず、申請サービス数に応じて必要となる。 
 
※ その他の費用 
認証再発行費用 10,500円" 
 


